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[Abstract] 
This paper is to consider ，what the co-existence is in communities which ，are stag-
nated due to old way of community life or trammels of convention from the point of 
view of Community-based Rehabilitation. CBR is a strategy to develop local commu-
nities and one of ways for empowerment of entire communities and those members 
including people with disabilities. Its networks are forming for win-win situation 
and enjoy advantages of collective entity. CBR as one of social models like ICF in-
clude individual factors as well as environmental ones and they are related to ways 
of life in communities and social capital based on relationships and rapports. Advo-
cacy for people with disabilities seems to have legislated internationally and domes-
tically. However， substantive legislation should be pursued without being captivated 
by appearance of coherence between the convention of the rights of persons with dis-
abilities and individual domestic laws and with reasoriable accommodation in mind. 
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1 .はじめに
人々の生活の基盤になるコミュニティにおける「共
生」を考えるとき、社会に適応できないコミュニティ
の問題が明らかになってくる。それは限界集落のよう
に社会の変化に取り残されてしまって、もはやコミュ
ニティの機能が失われてしまった状況やコミュニティ
内の環境等を変えたいがこれまでのコミュニティのあ
り方・慣習等から自分たちだけでは何ともならないと
いう閉塞的状況である。
本論に行おいて扱う「共生」は後者に該当するもの
で、社会発展の道としては変化の可能性を多分に残し
ているが変化のためには外部からの支援が必要な場合
である。特に東南アジアなど経済発展の面ではその途
上にある固における障がい者の「共生」を対象として
いる。日本で、は人口減少社会への突入後の人口動態の
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変化の中で高齢化率の上昇が顕著であり、前者の問題
が目立つものの、地域社会再生の動きは後者に関わる
問題でもある。
2. CBRとは
Community-based Rehabilitationは「地域社会に根
ざしたリハビリテーション」と邦訳されることが多い
が、施設中心のリハピ、リテーションに代わる方法とし
て1970年代から世界保健機関、国際労働機関、国際
連合教育科学文化機関などの国際機関、政府機関、民
間団体によって世界各地で実践されてきた途上国にお
ける障がいに対する取り組みやその方法である(久野
&中西， 2004年)。
一般的な定義としては、「地域社会開発における、
全障がい者のリハビリテーション、機会の均等、社
表1 リハビリテーションの類型
アプローチ 施設中心型 アウトリーチ型 地域社会中心型
施設と専門職の役割 サービスの供給 同左 障がい者と地域社会の工ンパ
管理・運営・実施主体 ワメント
障がい者と地域社会の関係 患者，対象，受動的受益者(客 同左(資源，マンパワー) 評価・決定の主体
体) 能動的参加者{主体)
サービス 専門的，対象限定 同左 生活に根ざし創造的，全障が
専門職から障害者へ い者が対象，相E協力・協働
基礎となる考え方 専門職と施設が必要な技術と 同左 人々は知恵や能力，資質や技
サービスを有する 術を有している
特徴 非参加型 同左(マンパワーとしての参 地域社会が主体として参加 | 
サービス提供が主 加) 生活が中心に据えられている
現状の社会構造維持 既存の社会構造の変革を目指
す
イメー ジ 地域から限定された対象者が 施設から地域の限定された対 相互往来と地域のネット_:j
撞童三三 象者のもとへ |ク
会共生のための戦略の一つJ(ILO， UNESCO， WHO， 
2004)と捉えることができる。その他の類似の定義
の中で共通するのは「社会開発のための戦略(方略)J
ということであり、そこでは「すべての障がい者のた
めのリハビ、リテーション、機会の均等、社会への統合」
がCBR実施地域において実現されることを目指すもの
である。 CBRの説明の中に「リハビリテーション」が
入っているのは同語反復のようであるが、個別のリハ
ビリテーションに重きを置いているのではなく、その
個人を含む地域を開発するととに意味がある。
表 lはリハビリテーションの類型を示しているが、
右に示した「地域社会中心型」にCBRの特徴が示され
ている。すなはち、「施設中心型JIアウトリーチ型」
がサービス提供の場所やアプローチの違いはあれ、現
状の社会構造のままで専門職から障がい者ヘサービス
を提供することを中心的な取り組みとする一方で、「地
域社会中心型」では地域住民はそれぞれに対応してい
くための知識や技術を有し、またネットワークによっ
て相互に支えられているものとの考えのもとで、すべ
ての障がい者を含む地域全体のエンパワメントをめざ
し、既存の社会を変革するものとする点で先の2類型
とは大きく性質を異にしている。そして、これに基づ
く「地域社会開発」にCBRの中核があることを抑える
必要がある。
3. NGOとCBO
1998年にNPO法が制定されて以降、既に 4万団
体を超える現況にあっては、 NPOが非営利組織(活
動法人)である乙との説明はほとんど必要ないかも
(久野， 2004年を一部改変)
しれない。一方で、非政府組織としてのNGO(Non-
Governmental Organisation)は政府でない組織体の正
当性に関する問題や活動の見えにくさがある。非政府
といいながら政府から資金助成を受けている場合や官
製NGOといわれる政府の組織と見なした方が適当と
思われる場合もあり、複雑である。またNPOと重なる
ところも多くあり、 NGO活動の一つの特徴である国
際協力にしてもNPO活動の17分野の中に内包されて
いる。そのようなことで、日本においてNGOは社会
の中に埋没して見えづらくなってきているように思わ
れる(藤岡美恵子他， 2006年)。
他方、そのようなNGOと画するように、個別の課題
に取り組む市民運動など「社会運動体」としての地域
組織としてのCBO(Community-Based Organisation) 
という呼称があり、南半球の国々でNGOと区別するた
めに用いる傾向があることが指摘されている(同上)。
社会変革を目指す点でNGOと共通するところもある
が、必ず、しも特定の社会変革のピジ、ヨンが共有されて
いるわけではないNGOのあり方に注目すると、 CBOの
方が少なくとも特定地域の中での共通課題の解決に向
けた意思に共通性があるとみることができる。
4.仁BRネットワーク
既にみたように、 CBRは地域のネットワークによっ
てその効果をあげる戦略(方略)である。実はこの地
域社会中心のアプローチは、ソーシャルワークにおけ
るコミュニティワークの進め方と重なるところが多
い。「地域社会開発」を進めるのはその地域自体であり、
専門家はそれを進めるために側面的な支援を行うもの
???
である。また住民にとっての地域資源の lつとみるこ
ともできる。専門家がその力を発揮するのはそれぞれ
の領域に関する知識・技術・価値を専属的に有するか
らでもあるが、専門家が先導的に問題に対処し地域住
民がそれに従うだけになるものではない。また一方で、
問題の解決を住民主体で行うという場合に、その名の
もとに放任することでもない。これまで問題の解決が
できなかった地域で「住民主体」というだけでは何の
変革にもつながらないことはほとんど自明である。
このように考えるとき、 CBRのネットワーク形成に
は住民がこれまで十分には力を出し切れなかったとこ
ろの潜在力を引出す効果がある。具体的に少なくとも
次の6つが指摘されている (Hartleyet al， 2008年)。
① 知識と技術を共有できる場を提供する
② 個人/集団の経験からよいCBR実践とは何かを検
討できる
③ 障がいに関する国内外の論議に集団として参加で
きる
④ 障がいを有する人のための国内計画に貢献できる
⑤ CBRを持続させるための資金確保を主導する
⑥ CBR発展のために国内外、地域での研究に参加で
きる
これらは、個人や一つのコミュニティであれば得ら
れにくい訴える力を、集合体として獲得していくプロ
セスとみることができる。
また2010年に開催されたAsia-PacificCBR会議の
際に確認されているネットワークの効用について
は、 "sharinginformation， experiences and resources; 
and working towards a‘WIN-WIN' situation"とされて
いる (Thomaset al， 2010年)。情報や経験、資源を
共有することはすなわち、相利的な関係に向けて協働
することであると解するものであり、これは個別に問
題を解決する手法の中からは得られないものであると
考えられる。 1990年代には、情報の激増による文化
の退廃と、社会的に傷つきゃすい人らへの影響を危倶
する考えも示されたが、それはインターネットへの
過度の依存によるところも大きい (Miles，1996年)。
地域社会でのネットワーク形成では専門家老含め、相
互往来による、お互いの顔が見える関係づくりが基本
にあり、またその土地の文化を含めた地域特性を考慮
した支援の方法が模索されることが求められている。
5.社会モデルからみたCBR
ICFにみられるような社会モデルの立場では、機能
?
?
?
不全に原因を求めるよりも、社会的な障壁をなくして
いくアプローチが特徴的に示される(森， 2010年)。
地域社会中心的なアフローチをその中心に置くCBRで
は、専門家による支援は本来相互往来的活動の中で行
われることはすでにみたとおりである。しかしなが
ら、そのバランスを維持していくことが難しい場合が
ある。たとえば医療的な支援のアウトリーチは定期的
に予定されるが、地域住民の病院・ヘルスセンタ一等
施設への訪問が不定期化することが考えられる。その
ような状況はアウトリーチが目立つことになり、自ら
出向かずともサービスが得られることにもなる。との
ことは地域という社会を変革していく中でアウトリー
チ型アブローチを代替していくはずが、地域コミュニ
ティが従来のまま変わらない状況を生み出しているこ
とを示すものである。また、地域社会中心型の中で前
提とされる個人を支える責任は、コミ江ニティの成熟
度と関連するもので、未成熟であればCBRが目指す地
域社会全体の変革は困難であるとの考えもある(森，
2010年)。
乙のように考えてみると、社会モデルでいうところ
の障壁には単に生活の環境要因のみでなく、その地域
に暮らす個々人のあり様など個別要因も含まれると考
えられる。
この個別要因に影響を与えるものを考えたとき、
ソーシャル・キャピタルの重要さが浮き彫りになって
くる。ソーシャル・キャピタルは一般には「社会関係
資本」と訳され、人と人のつながりがもたらす効用に
注目する概念であるといえる。その中には関係構築や
相互行為の不確実性を縮小する効果をもたらす「信頼」
と返礼の義務による将来の蓄えといった、将来に向け
ての利益を保証していく効果と捉えられる「互酬の規
範」を内包する。パットナムによれば、ソーシャル・
キャピタルが内包する、社会的ネットワークには「接
合型J(bridging)と「結束型J(bonding)の2つがあり、
前者は人と人のつながりを作り、福祉コミュニティを
構築するために有用であるが、後者は集団の凝集性を
高める結果「ソーシャル・キャピタルからの受益の範
囲限定性や排他性」を内包すると指摘される(野口、
2008年)。つまり、ソーシャル・キャピタルがもたら
すネットワークとその関係内部の機能は包摂的であり
かつ排除的であるという特徴をもっ。生活を送るうえ
で互いに信用し、互いに有益である人らが集団を形成
しようとする力が働き、一定の規模と安定を得た時に
はそれを維持しようとする力(すなわち、もはや他者
を受け入れない力)が働くというのは一般的に珍しい
表2 アジア地域の障害者権利条約締結の状況と関連圏内法
(小林， 2010年の一部抜粋)
伴う国内法整備が表面
上の整合性老示してい
るに過ぎない場合であ
る。すでに中国やマレー
シア、カンボジアにおい
ては、条約批准・署名
と国内法の関係につい
て、権利に基づいたアプ
ローチでなかったり、差
別禁止が盛り込まれて
いなかったり、また医学
モデルのままで社会モ
デルに基づくパラダイ
国名 条約 障害者立法 改正
日本 。 1970 障害者基本法 2004年改正
韓国 。 2007 障害者差別禁止・権利救済法
北朝鮮 2003 障害者保護法
モンゴル 。 1995 障害者社会保障法 1998年改正
中国 。 1990 障害者保障法 2008年改正
香港 。 1995 障害差別条例 (Chapter487) 
台湾 2007 心身障害者権益保障法 2009年改正
ベトナム 。 2010 障害者法
カンボジア 。 2009 障害者の権利保護・促進法
ラオス 。(2007年草案:障害者の権利に関する政令)
注:@批准 O署名
ものではないと思われるが、生活様式が多様化した社
会では、それを意識的に行ったり調整したりするか否
かに支え合いや福祉コミュニティ形成が左右される。
6.障がい者の権利擁護
地域住民による支援活動がすすめられる一方、政策
や法制度の整備もまた生活環境を整備する上で重要で
ある。本稿においては一つの国や地域に限定してはい
ないので、特定の国の政策や法制度を詳細にみて検討
するのではなく、多くの国を対象とする条約を一つの
切り口に、その批准状況と圏内法の対応をみたい。そ
してそれに内在する問題のいくつかを指摘する。
小林 (2010年)が調査したものが表2である。表
2に示されたものがすべてではなく、一覧の一部を抜
粋し、また一部を変更している。この表が示すのは、
アジア地域の国々が国連障害者権利条約を批准あるい
は署名しているか、また国内法として障害者立法があ
るかである。日本を例にとると、国連障害者権利条約
には署名し国内法としては障害者基本法が制定されて
いる。本条約に批准も署名もしていない国は北朝鮮と
台湾であるが、一方で両国とも圏内法は整備している。
乙の場合、明確な形では条約の精神を反映した圏内法
は整備されていないことになる。
しかし、条約が批准され、圏内法が整備されている
場合に、直ちに相互に整合的であるということできな
い。たとえばモンゴルの場合、圏内法の整備は2006
年に国連で採択された条約の批准より前にあたり、ど
の程度内容が具備されているかは、不明である。それ
に増して注意が必要なのは条約批准後に国内法を整備
している場合であり、そこには人為的な陥穿というべ
きものが存在する。それは、つまり条約批准とそれに
ム転換がなされていないことが指摘されている(小林，
2010年， p3)。
法によって人権や権利を擁護することの意味は、人
権や権利を守る意識を高め、積極的に守るととを期待
するものでもあるが、一方で守られない場合には守ら
せることでもある。橋本 (2006年)は守られないと
しても法制度化した社会規範は必要であるとしてい
る。インクルージョンの観点から人間の共生を考える
時、理想的な社会像を描くものの、実態はそれにほど
遠いことを認識することになる。そうした場面で、法
があっても守られない状況も目の当たりにする。法の
無力さを知らしめられるわけだが、仮にそのような法
がない場合に、現状がよくなるわけではない。
このような場合、法に罰則を整備する他に、積極的
に権利擁護を訴えるためっかうこともまた必要にな
る。この考えに立つと、不十分な法もないよりはよく、
権利擁護を訴える活動の中で法を充実したものに変え
ていく努力に伴って、上に見た条約と圏内法の整合性
を保つことになる。
7.合理的国慮について
障がい者差別をなくすために法違反の場合の罰則を
設けるために、差別を詳細に分類することが必要になる。
基本的には、 1 )直接差別、 2)間接差別、 3)合
理的配慮に分類することができる。簡単には、 1 )は
障がいを理由に権利を侵害すること、 2)はあからさ
まな差別はないが、結果的に障がい者に不利になる、
あるいはその可能性があること、そして3)は過度の
負担は伴わないのに、実質的な平等(機会均等)のた
めの調整や変更を行わないことである。この場合、 3)
の合理的配慮とはたとえば、配置等を変えれば車いす
ヮ ???
で通るスペースを作ることができるのにも関わらず、
それを行わず、職員として採用しないとか部署配属を
拒むなどのことがそれに該当する。しかしながら、仮
に、その個人を雇うためには事業所の移転が必要にな
るなどの場合は、過度の負担になるため合理的配慮の
範時外と判断される。
地域で生活する中で差別を廃し、合理的配慮までな
されるためには、コミュニティの凝集性が重要である
と考えられる。
8.コミュニティにおける共生
何らかの障がいを有しながら地域生活を送る場合
に、自力のみならず、周囲の地域住民や専門家が日常
的にサポートする環境をいかに実現するか。乙れが単
に理想郷を描くのではないためには、地域社会そのも
のが変わることが必要であり、個々人がその一員とし
て自らの生活環境を作り出す意識を伴うものでなけれ
ばならない。共生という響きのよい言葉で酔うのであ
れば一過性の運動に過ぎない。それぞれの生のあり方
を考え共通の生活空間を作り出す協働の中で見出すこ
とが地域における共生であると言えるのではないか。
9.最後に
地域社会中心型で進める社会変革の先にはいわゆる
「福祉コミュニティ」であるということができる。地
域の住民すべてが包含され、サービスを提供する人も
サービスを受ける人も社会参加を実現する、そのよう
なコミュニティである。そのようなコミュニティの中
では、問題を自ら解決する力に満ち、また問題を事前
にとどめる予防力も備えている。社会・経済の発展の
程度にかかわらず¥人々の営みのあるところに協働の
必要があり、それに基づく共生がある。本稿において
はCBR在述べるために様々な社会における共生の形が
あることには紙幅を割けなかった。今後の共生研究に
おいてはその点に留意しながら総合的な視点で共生を
追求する必要がある。
附記
本稿は富山大学東アジア「共生」学創成の学際的融
??
?
?
合研究 (CEAKS)の助成を受け実施した研究成果の一
部である。
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